
人口減少時代の新しい地域づくりに
向けた学習・活動に関する現状

資料５



１．地域を取り巻く環境の変化



社会教育を取り巻く環境の変化と課題
1)少子高齢化と人口減少、人口の東京一極集中
2)グローバル化の進展と在留外国人・訪日外国人の増加
3)地域コミュニティーの衰退とつながりの希薄化
4)貧困と格差、一億総中流社会の変容
5)技術革新と第四次産業革命の進展
6)社会教育の提供主体の多様化
7)地方分権改革と市町村合併、厳しい財政状況

今後の社会教育のあり方と留意すべき点
1)社会教育の取組とさらなる可能性
2)社会教育に期待される役割と方向性

○役割
1 地域コミュニティーの維持、活性化への貢献（学びの成果を活かした地域づくり）
2 社会的包摂への寄与（高齢者、障害者、外国人、困難を抱える人々など、住民が孤立せず社会参加）
3 社会の変化に対応した学習機会の提供（長寿化、社会変動の中、求められる能力の変化への対応）

○今後の方向性
1 官民パートナーシップによる社会教育の推進
2 持続可能な社会教育システムの構築 2

「人々の暮らしと社会の発展に貢献する持続可能な社会教育システムの構築に向けて」
学びを通じた地域づくりに関する調査研究協力者会議 論点整理（平成29年3月28日）

ポイント ①



3)社会教育の概念の再整理 -「地域課題解決学習」の位置付けの明確化 -

●平成18年に改正された教育基本法においては、社会教育は、「個人の要望」ととも
に「社会の要請」に応える側面を有しており、国及び地方公共団体が社会教育を奨励
しなければならない旨規定されている。さらに、教育の目標の一つに「公共の精神に
基づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと」が掲げ
られており、社会教育の振興にあたっては、地域社会の構成員としての責任を果たす
地域の人材の育成等の社会的価値を追求する視点についても考慮することが求められ
ている。

●地域コミュニティーや自治体の機能が低下する中、住民が社会の構成員の一人とし
て、他者と関わりながら、変化に応じて社会を作り、互いの生活を保障していくこと
を学んでいくという社会教育の目的を改めて確認しておく必要がある。

●社会教育を取り巻く環境変化受け、今後の社会教育においては地域コミュニティー
の維持・活性化に貢献していくことが大きな役割となる。とりわけ、地域住民が地域
コミュニティーの将来像や在り方を共有し、その実現のために解決すべき地域課題と
その対応について学習し、その成果を地域づくりの実践につなげる「学び」を「地域
課題解決学習」として捉え、社会教育の概念に明確に位置づけ、公民館等においてそ
の推進を図ることにより、住民の主体的参画による持続可能な地域づくりに貢献する
ことが求められる。

4)今後の社会教育行政の展開において留意すべき点
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ポイント ②



持続可能な社会教育システムの構築に向けた主要な視点
1）社会教育行政のネットワーク化と官民パートナーシップの推進

・教育委員会と首長部局の連携
・学校との連携・協働の推進

(社会に開かれた教育課程、地域とともにある学校、学校を核とする地域づくり)
(学校運営協議会、地域学校協働本部)

※高校生の参画 ※障害者の生涯学習
・官民パートナーシップの推進(NPO、大学、企業等)

※大学COC等の活用
・社会教育委員の積極的な活用

2 ）「学びのオーガナイザー」としての社会教育主事の養成・活用
・今後の社会教育主事に求められる資質・能力とその養成

※講習及び養成課程の見直し（ファシリテーション、ＰＤＣＡ等）

3）新しい「学びの場」と社会環境の変化に対応した社会教育施設の運営・整備
・公民館、図書館、博物館

4）国民・社会の理解と支持が得られる社会教育行政の展開と国民の参画促進
・今後、持続可能な社会教育システムを構築していく上では、ふるさと納税制度やクラウド

ファンディングなど多様な資金調達方法も視野に入れ、社会教育分野への官民の教育投資
の促進を図っていくことが重要である。

・そのためには、社会教育分野への教育投資について国民の理解と支持が得られるよう、
国民の主体的参画を促すとともに、予算獲得や共同事業の提案にも資するような明確な
成果目標に基づくPD CAサイクルや効果の見える化を進めることにより事業の不断の改善
を図り、効果的・効率的な社会教育を展開してことが求められる。

※は、資料作成者による補足
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人口移動が収束しない場合において、
２０４０年に若年女性が５０％以上減少し、人口が１万人以上の市区町村（３７３）

人口移動が収束しない場合において、
２０４０年に若年女性が５０％以上減少し、人口が１万人未満の市区町村（５２３）

資料：一般社団法人北海道総合研究調査会（HIT）作成

「地方消滅」という未来
2040年に若年女性が５０％以上減少し、人口が１万人未満となる
「消滅可能性」が高い市区町村は523（全体の29.1％）
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（出典）国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）

」

8174万人

4418万人

・日本の労働力率（2011） 59.6％ （アメリカ 64.7％）

（千人） ●生産人口の推移

●日本の人口の推移

●生産人口は５０年で半減

●高齢者割合は増加の一途
５０年後には４割が６５歳以上

少子高齢化の急激な進行により、生産年齢人口は半減
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7

2040年には単身世帯が４割へ
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国立社会保障・人口問題研究所 「日本の世帯数の将来推計(全国推計)」(2018(平成30)年推計)より文部科学省作成



人口の推移（全国・過疎地域） ※Ｓ35年の人口を100とした場合 高齢者比率及び若年者比率の推移

8

（備考） ① 国勢調査による。 ②過疎地域は、平成２８年４月１日現在。

（備考） ※1：過疎地域は平成２８年４月１日時点（797市町村）である。
※2：平成２７年までの人口は国勢調査による。
※3：過疎地域からは、一部過疎市町村は除く。
※4：総人口の将来推計人口は「日本の将来推計人口（平成25年3月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）の出生

中位・死亡中位推計値による。
※5：福島県の将来推計人口は、「日本の将来推計人口（平成25年3月推計）」 （国立社会保障・人口問題研究所）では

県単位でしか推計していない。よって、福島県内過疎市町村については、 「日本の将来推計人口（平成20年12月
推計）」 （国立社会保障・人口問題研究所）による市町村ごとの将来推計人口に、県全体の将来推計人口の減少率
（平成25年3月推計／平成20年12月推計）を乗じて推計した。

（過疎関係市町村） （全 国） （過疎地域の割合）

市町村数（平２９．４．１） 817 1,718 47.6 ％

人口（平２７国調：万人） 1,088 12,709 8.6 ％

面積（平２７国調：k㎡） 225,468 377,971 59.7 ％

過疎地域の状況 年齢階層別人口構成

過疎地域 全国

0～14歳の人口割合 10.7% 12.6%

15～29歳の人口割合 10.5% 14.6%

65歳以上の人口割合 36.7% 26.6%
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（まち・ひと・しごと創生本部事務局説明資料）

過疎地域では、人口減少と高齢化が急速に進展
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コミュニティ機能の低下に伴い、危機的な課題が山積

平成28年9月26日小さな拠点・地域運営組織の形成に関する都道府県担当者説明会
（まち・ひと・しごと創生本部事務局説明資料）



年齢階級別の地域での付き合いの程度

内閣府”社会意識に関する世論調査”.2015
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若年層ほど、地域での付き合いがなく、孤立化している
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子供の貧困 －就学援助率は増加傾向－
（６人に１人が援助を受けている）
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ＯＥＣＤ発表資料より（2003年）

ＯＥＣＤ平均より低いＯＥＣＤ平均より低いＯＥＣＤ平均より高いＯＥＣＤ平均より高い

子どもの貧困率は国際的にも高く、経済格差が拡大している
(2012年は16.3%）
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財務省.”日本の財政を考える国及び地方の長期債務残高”.2016
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国及び地方の債務残高は増加の一途

国及び地方の債務残高



14「教育・生涯学習に関する世論調査（平成27年12月）」

生涯学習で身に付けた知識を社会に還元する人は
４人に１人しかいない

身につけた知識等の活用状況（複数回答）



定年退職後は、一日の多くをテレビを見て過ごし、
人と交わらない

15出典：経済産業省 次官・若手プロジェクト（平成29年）



・子供たちの65%は、大学卒業後、今は存在していない職業に就く。

キャシー・デビッドソン氏（ニューヨーク市立大学大学院センター教授）

・今後10～20年程度で、約47%の仕事が自動化される可能性が高い。
マイケル・A・オズボーン氏（オックスフォード大学准教授）
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急速な技術革新によるSociety5.0の到来。
変化が激しく予測困難な未来。
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